
平成２８年度　下野市行政評価市民評価　ヒアリング資料

　８節　報償費

　９節　旅費

１１節　需用費

１２節　役務費

備考 第二次総合計画前期基本計画に位置付けられた事業である。

年
度
別

るるぶ特別編集下
野市改改訂版作成
モニターツアー実施
メディアやSNSを活
用した事業実施

体験型モニターツ
アーの実施
メディアやSNSを
活用した事業実
施

平成３０年度平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

対
象
年
度

事業概要

・観光大使である「カンピくん」を活用したキャラバン隊を結成し、東京圏を中心としたＰＲ活
動を実施
・メディアやＳＮＳを活用し、効果的なシティセールスを実施
・観光情報誌「るるぶ特別編集下野市」を作成し、広く観光ＰＲ活動に使用
・東京圏からの参加者に市内各所を巡ってもらう「モニターツアー」の実施
　　大型バス1台（定員44人）、4回実施

事

業

内

容

平成28年度
　委託料　13,903千円
　　・観光情報誌「るるぶ特別編集下野市」　3万部増刷
　　　　東京圏におけるｷｬﾗﾊﾞﾝ隊活動時に活用、県外から来場する会議・研修・大会時に配布
　　・ﾓﾆﾀｰﾂｱｰ実施 　大型バス1台（定員44人）　4回 （8月、11月、1月、3月）
　　　　特徴的なイベント時に開催し、名所等を見学
　　　　住みやすさ等をアピールするため、土地区画整理事業地内や市街地を巡るコースを設定
　　・キャラバン隊実施　 2人体制、キャラバンカー（ﾗｯﾋﾟﾝｸﾞｶｰ）1台、カンピくん着ぐるみ 1体
　　　　東京圏・県内大規模ｲﾍﾞﾝﾄ等を中心にPR活動 40回 （とちまるｼｮｯﾌﾟ、ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾓｰﾙ等）
　　　　パンフレット等の配布、とちぎテレビ企画イベントとの連携
　　　　キャラバン隊フェイスブック、カンピくんツイッターによる告知・ＰＲ

平成29年度
　委託料　14,100千円
　　・観光情報誌「るるぶ特別編集下野市」 改訂版制作 3万部
　　・モニターツアー実施 大型バス1台（定員44人）　4回　（着地型観光）
　　・フェイスブック、ツイッター、インスタグラム、ＬＩＮＥ＠を利用した観光ＰＲ
　　・とちぎテレビ等と連携し、キャラクターを活用した各種イベント等における市のＰＲ

そ
の
他

（
過
年
度
実
績
・

事
業
費
詳
細

等

）

（単位：千円）

事
業
費
内
訳

国県支出金
7,050千円

地方債・その他 一般財源
7,050千円

　１節　報酬

　７節　賃金

14,100

その他①（２・３・４・５・６・１０節）

その他②
（１６・１７・２１・２４・２５・２６・２７・２８節）

Ｂ

緊急性

Ａ

総合計画
での位置
付け

施策

地域資源を活かし、産業・地域が躍進するまちづくり

魅力的観光の推進

魅力あふれる観光まちづくり

4

3

1

根拠法令
等

事
業
計
画

事
業
費

13,903千円 14,100千円 10,700千円

キャラバン隊実施
るるぶ特別編集
下野市作成、配
布
モニターツアー実
施

キャラバン隊実施
るるぶ特別編集
下野市増刷、配
布
モニターツアー実
施

所管部課

類型
区分 Ⅱ

○

現総合計画前期基本計画では、基本施策４－３「魅力あふれる観光まちづくり」、施策
１「魅力的観光の推進」に明確に位置付けられています。
カンピくんキャラバン隊やモニターツアーなどにより下野市のＰＲを実施し、観光誘客
等を促進することで、地域の活性化を図ることとしております。これは、『下野市ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略』の基本目標『東京圏からの新しい人の流れをつくる』
においても、「本市の魅力を積極的に発信するシティプロモーションの推進等により、
転入者の増加、観光入込客数の増加を図る。」とあり、その一環として観光プロモー
ション事業が位置付けられております。まずは「下野市」を知ってもらい来てもらうこ
とが重要であると考えております。以上のことから、必要性をＡとしました。

全国のほとんどの市町村が地方創生に係る事業を推進している現状において、観光プロ
モーションに限らず、「下野市」の認知度を上げていく取組は大変重要となっていま
す。
新たな人の流れをつくるとともに、下野ブランドの販売促進など地域産業のより一層の
活性化のため、観光入込客数を増やしていくための本事業は、積極的かつスピーディー
に取り組む必要があります。
以上ことから、緊急性をＡとしました。

様々な手段を活用し市の魅力を発信すること、モニターツアー等で実際に訪問していた
だくなどは、その後の移住・定住につながる可能性を大きく秘めており、移住・定住に
向けた取組も連携して行われています。
また、国県が推進する地方創生の一環として本事業に取り組むことで、事業の実施にあ
たっては国の交付金を活用し、市の負担を抑えることができています。
以上のことから、効率性をＡとしました。

【継続事業の場合】事業進捗に対する影響等を考慮し、事業を休止した場
合の影響が大きく、事業縮小の可能性が見当たらない場合など。
【新規事業の場合】財政負担以外において、事業を実施しなかった場合の
影響が大きく、本事業以外の解決策が見当たらない場合など。

事務事業の質の向上に係る改善・工夫の見込みがあり、さらに経費削減、
改革への取組が期待できる場合など。

総合評価

必要性

○

事業推進方針判断に際しての３つの視点

Ｃ

○

第二次下野市総合計画前期基本計画に明確に位置付けられている場合、事
業実施が求められるような社会情勢の変化、さらに国・県の制度変更によ
り実施することが義務付けされた場合など。

Ｃ

Ｂ

Ａ

継続実施

見直し実施

廃止

Ｃ

効率性

Ａ ○

Ｂ

事務事業
番号 414

事務事業名 産業振興部観光プロモーション事業 商工観光課

１３節　委託料

事業目的

　東京圏を中心に観光資源の魅力を発信することにより、下野市の認知度を高め、観光誘
客や交流人口の増加を図る。また、各種事業を実施する際には、参加者等へのアンケート
調査やプレゼント情報の提供を行い、下野市の印象や良かった点、改善点を把握するほ
か、本市に関心を持ってもらい、来てもらうことにより観光の振興、地域の活性化につなげ
る。

１４節　使用料及び賃借料

１５節　工事請負費

１８節　備品購入費

１９節　負担金補助及び交付金

２０節　扶助費

２２節　補償補填及び賠償金

２３節　償還金、利子及び割引料












































